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Ⅰ．目的と適用 
平成１７年１１月２日に公布された改正労働安全衛生法の２８条の２において、事業者は、

設備、原材料、作業等の危険性又は有害性等を調査し（リスクアセスメントの実施）、その結

果に基づいて必要な措置を講ずるよう努めなければならないこととされ、職場における様々

なリスクについてリスクアセスメントを行うための大臣指針が公表されたところである。そ

して、機械包括安全指針は大臣指針の詳細指針と位置づけられた。この改正により、機械を

使用する事業者はもとより、機械を設計製造する事業者にとっても、リスクアセスメント実

施の意義は大変大きくなったと言える。 
 

本データ集は、機械の製造者が、自ら設計製作する機械設備についてリスクアセスメント

を実施しようとするとき、および機械設備を使用している事業者が、新規導入または既存の

機械設備についてリスクアセスメントを実施しようとするときに参考にできることを目的と

して作成したものであり、機械設備に関するリスクアセスメント実施事例をデータという位

置づけで紹介することを中心としている。 
本データ集の利用に当たっては、まず、利用者の実情に近い事例を参考にしていただくの

がよいと考えられる。各事例の内容については、Ⅲ．「リスクアセスメント事例」の０．「事

例の概要」および各事例の冒頭に各々の事例の特徴を記載してあるので、参考とされたい。

また、事例は機械メーカー・ユーザーとも、幅広い業種にわたるよう考慮して収集したが、

適当な事例がない場合であっても、全体を見渡すことにより、部分的に参考にできる箇所が

あるものと思う。 
 
本データ集を活用する上での注意点として、次の点に留意していただく必要がある。 
本データ集に記載した事例は、現在の日本ではいずれも優れた事例ではあるが、「お手本」

として完全なものではない。わが国では、国際的に最新とされる機械設備による災害防止

体系【機械のリスクアセスメントとそれに基づく保護方策の実施】を本格的に採用し、実行

している事例はまだ多くはなく、採用していても導入後の経緯は必ずしも長くない。したが

って、いずれの事例も日々見直しを進めながら改善を図っている段階のものである。 
 

そこで、本データ集では、実施事例の他に、機械設備のリスクアセスメントの進め方の概

要などを、本文（Ⅱ.「機械設備のリスクアセスメントの要点」）および付録２に記載した。
これらの部分は、リスクアセスメントを所期の目的に添って実施するための基礎となるもの

であるから、事例と併せて参照していただくことが必要である。利用者各位が各自の立場か

らリスクアセスメントを行う場合、これらを活用していただくことにより、リスクアセスメ

ントをより有効に実施していただけるようになるものと考えている。 
なお、特に注意を要すると考えられる点を以下に記載する。 

 
 

この項は、本データ集を利用していただくための重要な手引となる部分ですので、 

前もって必ずお読みください。 
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① 機械の使用状況の特定について 

機械の使用状況を特定する際に、「優秀な労働者が使用する」という前提を置いてはなら

ない。どのように優秀な者であっても、常にその状態を維持できるわけではないし、また、

最近の労働者の雇用状態からは、全くの未熟練者や日本語のわからない外国人などが作業

場所に存在することは珍しくない。 
機械の設計製造者にとっては、この段階は当該機械についての「使用上の制限仕様」の

作成の段階になる。機械の設計に当って、「機能仕様」については必ず作成するにもかかわ

らず、「使用上の制限仕様」について十分検討している例は少ないように見られる。「使用

上の制限仕様」については、付録２【手順１】に簡単な説明を付けてあるので参照された

い。 
 
② 危険源の特定（同定）について 

危険源を漏れなく抽出することが、リスクアセスメントを適切に実施する上で最も大切

となる。 
この方法として、機械の製造者にとっては、ＪＩＳ Ｂ ９７０２（機械類の安全性－リスクア

セスメントの原則）の附属書Ａに示されている「危険源・危険状態及び危険事象」の表を

利用した「同定」による例が多くあり、これが現在では標準化された手法として推奨され

ている（詳細は付録２参照）。 
機械使用者にとってもこの「同定」の手法を利用することが、標準化の観点からも推奨

されるものであるが、機械使用作業に伴う各事業場特有の様々な条件との関係から、この

手法のみによることが難しいという現状もあり、このデータ集の各事例でも、いろいろな

手法を開発して使用している。本データ集の利用者各位も、上記の「同定」手法を中心に

考えながら、個々の事業場に応じた適切と思われる手法を開発するよう努めることが望ま

れる。 
 
③ リスクの見積り・評価について 

リスクの見積りおよびそれに基づく評価の方法にはいろいろな手法があり、いずれを選

択するかは、各事業場の判断でよい。一般的な手法として、以下の３つがある。なお、本

データ集の付録２では下記の「ア」を紹介しているが、これは単なる例示であって、この

手法を特に推奨しているわけではない。 
ア 負傷又は疾病の重篤度とそれらが発生する可能性の度合を相対的に尺度化し、それ

らを縦軸と横軸とし、あらかじめ重篤度及び可能性の度合に応じてリスクが割り付け

られた表を使用してリスクを見積る方法（マトリクス法） 
イ 負傷又は疾病の発生する可能性とその重篤度を一定の尺度によりそれぞれ数値化し、

それらを加算又は乗算等してリスクを見積る方法（加算法および積算法） 
ウ 負傷又は疾病の重篤度及びそれらが発生する可能性等を段階的に分岐していくこと

によりリスクを見積る方法（枝分かれ図又はリスクグラフ法） 
 
④ リスクの再評価について 

リスクアセスメントの最後に、リスクの再評価まで的確に実施している例は極めて少な

い。とりわけ制御システムの安全関連部についての再評価は、ほとんどなされていない。 
しかしながら、リスクアセスメントが効果を上げるためには、その結果に基づく保護方
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策の実施が不可欠であり、またその保護方策が真に役立つ方策であることの確認がなされ

ていなければならない。この部分については、付録２に詳しく解説しているので特によく

学んでいただきたい。 
 
⑤ 機械に関する「安全責任」について 

機械設備の安全化については、機械の設計製造者の責任で行われることを前提とすべき

である。これは、労働安全衛生法第３条第２項あるいは、「機械の包括的な安全基準に関す

る指針（平成１３年 基発第５０１号）」の基本的な考え方であり、また、今日世界で標準的

に展開されている機械の安全化の流れも、この考え方を前提としている。 
ここでいう「責任」とは、災害が起こった後における補償という意味も含まれるが、む

しろ「事前責任」を意味するものである。すなわち、「予測が可能で回避が可能であるよう

な原因（欠陥）による災害」が発生しないように、あらかじめ対処しておく責任である。

そして、事前の安全責任を果たす最も広く認められた手段がリスクアセスメントである。 
本書の利用者が設計製造者である場合、「事前責任を果たすための手段」としてリスクア

セスメントを捉えることを、ぜひ考慮していただきたい。この考え方がなければ、リスク

アセスメントは形式的になり、やがて廃れてしまうおそれがある。 
一方、機械使用事業者には労働災害を発生させないようにする責任がある。本書の利用

者が機械の使用者である場合、機械の安全性の不備は直接労働災害に結びつくものである

から、それを見過ごしたり、安全性を無視又は軽視した機械の発注を製造者に対して行っ

てはならない。 
機械設備の安全化を推進するためには、機械を使用する事業者が機械製造者に対し、安

全な機械を供給するよう要求していくことが極めて重要である。機械使用事業者が行った

リスクアセスメントの結果に基づき、製造者に必要な要求をしていくことは、当該機械の

安全確保のためばかりでなく、将来における機械設備全体の安全化のためにも必要となる。 
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Ⅱ．機械設備のリスクアセスメントの要点 
リスクアセスメントとは、利用可能な情報を用いてリスク分析およびリスク評価のすべて

のプロセスを実施することによって、当該リスクが許容可能か否かを判断することを言う。 
このリスクアセスメントの実施によって、機械設備が包含するリスクの存在とその大小が

明らかになるので、リスク低減の必要性の有無を的確に判断することができる。そしてこれ

に基づく適切なリスク低減策をとることが可能となり、さらにこの手順を繰り返し実施する

ことで、より効果的かつ最適な保護方策を見いだし、これを組み入れることにより高度に安

全化した機械設備を労働者に使用させることが可能となる。 
 

１．リスクアセスメントと保護方策実施の手順の概要 

新規に導入する機械設備も既存設備も共に、リスクアセスメントおよびそれに基づく保護

方策を実施する場合は、以下の手順に従って行うのが原則である。 
図１はこの手順の流れを示している。このプロセスは反復してこそ効果が上がるものなの

で、適用可能な技術を最大限活用し、リスクを許容可能にするまでこの手順を繰り返し実施

することが重要である。 
 

【手順１】対象とする機械に想定される使用状況を明らかにする。 

【手順２】危険源をすべて洗い出し、その中から危険状態を漏れなく特定（同定）する。 
この手順は、危険性または有害性の特定を行う段階である。 

危険源とは労働災害を引き起こす根源で、危険状態とは労働者が危険源にさらされ

る状態を言う。労働者がさらされない危険源は労働災害には至らない。 

【手順３】特定（同定）されたそれぞれの危険源･危険状態のリスクを見積る。 

【手順４】見積ったリスクを評価し、リスク低減の必要があるかないかを判断する。 

【手順５－１】「本質的な安全設計」によってリスクを除去または低減する。 

低減が必要と判断したリスクに対し、保護方策の第１段階として実施を検討する。 

【手順５－２】「安全防護」によってリスクを低減させる。 

手順５－１により十分に低減し得ないリスクに対して、第２段階として検討する。 

【手順５－３】「付加保護方策」を講じることによってリスクを低減させる。 

手順５－２でも十分に低減し得ないリスクに対して、第３段階として検討する。 

【手順６】保護方策実施後のリスクの再評価を実施する。 
これまで検討した保護方策が妥当なものかどうかを審査する段階で、手順２～手順

４に準じた方法で実施する。 

【手順７】機械の残留リスクに関し機械の操作者等に通知し、かつ警告する。 

手順５の保護方策を実施してもリスクが残ってしまった場合およびリスクの再評価

で発見した新たなリスクがやはり前記の保護方策で対応できない場合に、「使用上の情

報」を作成して、機械の操作者等に通知し、教育・訓練を実施し、また警告を行う。 

【手順８】リスクアセスメント、保護方策の実施内容を文書化する。 

手順１から順次実施してきた内容を、その時々の記録表等に基づいてまとめる。 
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通常、ここに掲げた手順の１から８までを、ただ一回だけ通して進めただけではリスクを

十分に低減できない可能性が高いので、手順２から６は、何度も繰り返し実施してリスクを

許容可能なレベルに低減させる努力をしなければならない。 
このように努力して手を尽くしたけれど、どうしても低減しきれないリスクが残ってしま

ったと言う場面になって初めて、手順７の使用上の情報を使用者に伝え警告することおよび

人的な対策をすることを、最後の保護方策として検討の上実施する。これが目指すべきリス

ク低減策の進め方である。 
なお、初回のリスクアセスメントは、全く保護方策が施されていない機械に対して行うと

いう前提で実施する。対象とする機械に既にガード・カバー類や電気・電子制御的な安全装

置が装備されていても、それらが無いものとして危険源を特定し、リスクの見積りを実施す

る。安全対策がない前提で実施することによって、その機械の真のリスクレベルがわかるの

であり、既存の対策が妥当であったかどうかを判断することもでき、また適切な保護方策を

ゼロから検討し直すこともできる。 
電気・電子的な安全装置を設置した場合に、これらが適切な安全性能を有するかどうかを

確認する（手順６のリスクの再評価で実施する事項に相当する。）には、全く別のリスクアセ

スメント手法（制御システムの安全関連部※に関するリスクの見積りの方法）に沿って実施

することが必要となる。 
この手法を含め、機械設備のリスクアセスメントについては、付録２に詳しい解説を載せ

てあるので、参照されたい。 
 
※  制御システムの安全関連部：付録１ 用語の定義と追加解説を参照。 
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図１ リスクアセスメントと保護方策実施の手順 
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